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鉄道のメンテナンスに関する研究開発の動向
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Recent Research and Development of Railway Maintenance Technology 
Tsutomu Sato, (Railway Technical Research Institute) 

Railway Technical Research Institute has carried out research and development of technology with respect to 

maintenance and repair of railway facilities. This paper describes briefly several examples of subjects of the 

research and development for maintenance technology. Furthermore, the author introduces the prospects of 

the maintenance technology for railway facilities in the paper. 
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1 はじめに

安全で安定した鉄道サービスを提供するためには，多数

の設備や車両のメンテナンスを継続的かつ的確に実施する

ことが求められる。鉄道のメンテナンスの重要性はますま

す高くなっており ，設備や車両の長寿命化や検査 ・措置の

効率化などのコスト低減への要請も大きい。ここでは，鉄

道のメンテナンスの現状を踏まえ，鉄道総研におけるメン

テナンスに関する研究開発の取り組み状況と今後の課題に

ついて述べるものとする。

2. 鉄道総研におけるメンテナンスに関する研究

開発

鉄道メンテナンスに関する研究開発は，これまで劣化 ・

損傷のメカニズムの解明，検森 ・診断技術の自動化 ・高精

度化，維持管理計画策定手法，効率的な補修 • 取り醤え技

術，メンテナンスフ リー構造の開発と材料の長寿命化に関

するものなどが行われてきた。これらの成果は，検査から

措置に至る作業のシステム化や長寿命化等によって，低コ

ス ト化につなげられていると考えられる。最近は，IT技術

の利用による検査の自動化・ 省力化， さらには設備の状態

監視といった効率化を目指した研究開発が各分野で行われ

つつある。

鉄道総研におけるこれまでの研究開発対象例を表 11)に示

す。構造物の分野では，検査診断技術が多く， 軌道分野で

は，検査診断技術や構造 ・材料の耐久性向上が主体で，劣

化メカニズム ・補修取り替えも多い。車両分野では，劣化

メカニズム解明と材料長寿命化が多く，電気分野では，特

に電車線に関する検査診断技術や構造 ・材料の耐久性向上

が多い。また，鉄道総研では，平成 17年度から平成 21年

度までの基本計画ーRESEARCH2005ーにおける将来指向

課題と して，設備管理業務へのセンシング技術・ ITの適用，

集電系の高精度化に関する研究，省保守 ・低騒音新形式軌

道の開発等のメンテナンスに関する課題を実施してきた 2)0

以下に平成21年度終了した将来指向課題の概要および構

造物を中心としたメンテナンスに関する研究開発の一部を

紹介する。

2.1設備管理業務へのセンシング技術 ・ITの適用 3)

情報通信技術，センサ技術を活用し，鉄道設備の常時お

よび異常時の様々な挙動を検知する新しい検査，監視技術

の開発をめざした研究開発を行ってきた。常時のモニタ リ

ングの目的としては，目視で確認 しづらい箇所の検査，発

生した変状の継続的監視，定期的に実施される全般検査の

補完などが挙げられる。一方，異常時に関しては，災害に

伴う設備の異常発生の早期検知，地震時の損傷発生箇所や

損傷程度の迅速な把握などが考えられる。また，モニタリ

ングシステムの運用のためには，センサ単体ではなく ，セ

ンサから対象設備の管理箇所などヘデータを伝送するネッ

トワークやデータを集約するデータベースの構築も必要で

ある。

センサ群とデータ伝送システムとを組み合わせたモニタ

リングシステムを実施する場合のイメージを図 1に示す。

図 1では，監視目的に応じて様々なセンサが沿線設備に設

骰され，計測されたデータがさまざまな通信手段で指令 ・

管理箇所などに伝送される様子が示されている。センサカ

ら管理箇所までのデータ伝送手段については，データ品，

リアルタイム性などに応じて選択する必要がある。

-17-



SS3-2 第 17回鉄道技術連合シンポジウム(J-RAIL2010)

表 1 鉄道総研におけるメンテナンスに関する研究開発 （例） I)
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図 1 モニタリングシステムの適用イメージ

データの取得方法に関して，異常時など緊急性の高い状

況での利用が想定されるセンサについては，計測 したデー

タを携帯電話網や自営通信網を用いて継続的かつ遅滞な

く，指令や設備の管理箇所に送る必要がある。一方，それ

ほど緊急性が高くないデータの場合には検査員が定期検査

の際に， RF・ID（無線タグ）と読取装置を用いてデータを取

得するといった方法も考えられる。その他のデータを取得

手段としては，設備の近傍を通過する列車でデータを回収

する方法も考えられる。この方法は大掛かりな地上設備が

ィ湧要であること ，携帯電話のような適信挫が不要であるこ

となどの利点があり， ・定の伝送遅延が許容される場合に

は有効である。図 2は鋼桁の疲労亀裂の有無およびその進

展を把握するために設置された導電塗料センサのデータを

回収するシステムである。このシステムでは列車通過に伴

う桁の振動を用いて圧電素子が発電し，その電力を用いて

変状検知と列車へのデータ送信を行うものである。

2.2集電系の高性能化と保守の高度化に関する研究 4)

300 km/l1超の速度域における集電系の保守批増加を抑

制することを目的に，良好な集電性能を維持するための架

線の管理手法， トロリ線の張替寿命の延伸，バンタグラフ

図2 圧電素子の発電によるデータ伝送例

の特性を改善する手法などの研究開発を進めてきた。

トロ リ線の架設誤差は，集電性能に大きく影幣すること

から，架設誤差を低減するための新しい支持構造として，

トロリ線の引き上がりを従来の 60％程度に低減できる新型

金貝と ，支持点瓶さの不整を容易に調整できる機構を備え

た支持構造を開発した（図 3)n

また， トロリ線の耐疲労性向上には，材質自体の改良の

ほか，断面形状を変更して同一の負荷における曲げひずみ

を低減する方法がある。 トロリ線の断面形状に関しては，

断面積を大きく変えず， しゅう動面側半径を同ーとしたま

ま曲げひずみを低減するために，中立軸から上面までの距

離を小さくすることを主眼に断面上部の形状を検討した結

果，ひずみを約 10％低減する断面形状を提案した（図4)。

2.3省保守・低騒音新型式軌道の開発 5)

新設線では省力化を指向した直結軌道が多く採用されて

いるが，環境対策およびバラスト軌道の保守コス トの削減

をさらに進めることが望まれている。新設線を対象と して

保守管理作業を軽減し，環境に配應したレール埋込型の省

保守 ・低騒音新型式軌道を提案した。

新型式軌道の断面模式図を図 5に示す。レール埋込型の
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図 3 架設誤差低減のための支持構造

図4 トロリ線の断面形状
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新型式軌道用に考案した新断面形状レールは， レールの頭

部幅と底部幅を同じとし，腹部を厚くしている。これは，

頭頂面からほぼ全断面の探傷が可能で， レール探傷車によ

るレール底部のき裂検知を容易とし，き裂が発生しても早

期に検知可能とすることを目的にしている。また，レール

頭部高さを商く して鉛直方向の摩耗余裕を大きくするとと

もに，シェリングなどの転がり疲労損傷を積極的に予防削

正し，レールの使用寿命の延伸を狙っている。

また，図 5に示す箱形プロックおよびレール押えブロッ

クは，短繊維補強コンクリー トを用いたプレキャスト材で

あり，箱形ブロックの周りも短繊維補強コンクリートを用

いた上部路盤を現場打設する。新型式軌道の施工法として，

土構造物上に下部路盤施工後，予め製作した箱形ブロック

を建設する軌道に合わせて精度よく設置 した後に上部路盤

を打設し，最後に箱形ブロック内に新断面形状レール，レ

ール押さえプロックおよび弾性材な どを設置するものであ

る。

実用化にあたっては，実際の車両による繰り返し走行試

験などにより，期待している機能，使用材料の挙動や建設

コストなどを確認する必要があると考えている。

2.4構造物分野における研究開発の例

(1)鉄筋コンクリー ト構造物の劣化予測

コンク リート構造物の劣化のうち耐荷性能にも影響を与

える鉄筋腐食について見ると，塩害や中性化による鉄筋腐

食の開始時期，腐食ひび割れの発生時期はある程度推定で

きるようになってきている。また，腐食ひび割れ発生以降

の腐食速度など，研究すべき課題も残されているが，鉄筋

コンクリート構造物の劣化予測法について実用的な提案が
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線区全線の地震危険度解析

現状の地震リスク
LCCo 

対策後地震リスク
LCCR 

補強効果指標(DLCC)

DLCC=LCCo-LCCR 

優先順位の決定
補強効果指標(DLCC)の

大きいものから対策

図 7 DLCC箕定フロー

行われている 6）（図 6)。このような劣化予測法の確立によ

り，構造物の余寿命判定，適切な補修時期の選定が定最的

に可能になるものと考えられる。

(2)既設構造物の耐態対策の優先度の判定方法

線状に延びる鉄道施設の効果的な耐痕補強を行うために

は，補強の優先順位や補強工法の選択について合理的な戦

略を立てる必要がある。そこで， 地窟による復旧性の観点
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から，地痕対策前後のライフサイクルコストの差分(DLCC)

が最大となるように，補強優先順位を決定する手法を提案

した（図 7)。対象路線の発生確率を考廊した地震動の大き

さを予測―°し，それに基づき構造物の損傷確率および地震に

対する現状のライフサイクルコス ト (LCCo) を算定する。

次に，補強を実施 した場合の損傷確率および対策後のライ

フサイクルコスト (LCCn)を算定する。これらの結果に基

づき DLCCを算定する方法である。提案手法を用いること

で，対象とする路線の連行条件，地震条件，地盤や構造物

条件に応じた補強優先度の判断に活用できるものと考えら

れる。

3. 今後の研究開発の取り組みと課題

(1)設備の状態監視技術の高度化

今後のメンテナンスにおいて，技術者不足ならびに技術

継承は大きな問題であるが，これらに対処するためには，

点検から診断にわたってシステム化・ 省力化を推進するこ

とも必要である。

例えば，様々な設備を対象としたモニタリングシステム

は，対象物の計測項目，計測部位，センサの精度など，対

象物の計測技術の確立や計測データに某づく状態変化予測

が必要であり ，対象設備ごとに検討の深度化も求められる。

状態監視の方法については，様々な分野で検討も行われて

いるが，鉄道において取得した実データに基づいた各手法

の有効性，妥当性の検証が必要である。鉄道設備の中長期

に渡る状態変化を継続的に監視するため，センサの耐久性

向上および更新作業の容易化を図るとともに，保守情報ネ

ットワーク設計 ・蓮用の最適化技術の開発，さらに監視頻

度の適正化等合理的な状態監視手法の研究も必要である。

また，設備の点検 ・診断から措置に至る長期に渡るメン

テナンスでは，膨大な最の情報が得られる。効率的にメン

テナンスを行っていくためには，その情報をどのように管

理し，どのように活用するかが重要である。劣化 ・損傷メ

カニズムの解明と検査 ・診断データの蓄積 ・分析により，

嵩精度の経年変化の予測を可能とし，検査周期の適正化 ・

延伸ならびに補修要否の適切な判断が効率的に実施される

ことにより，画ー的な検査周期や保守基準の変革につなが

ると思われる。

(i)鉄道施設の効率的な補修 • 取り替え技術の開発

リスクマネージメント手法を用いて，鉄道施設の リスク

の洗い出しや，補強 ・補修箇所の優先順位，補強・補修方

法の検討，アセッ トマネージメン ト手法を用いて，メンテ

ナンスに用いる資金の配分計画等を検討するといった，維

持管理計画法の研究開発も必要である。

老朽施設に対 しては，検査による監視を行い，劣化や損

傷が進む部材に対しては補修による延命化処置を施し，さ

らに老朽化が進んだ場合には機能回復の観点から部分的補

強や敗り換え行われてきた。しかしながら，既存施設の機

能や性能の大幅向上を目的とした，大規模リニューアル技
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＊隅角部を補強し、盛土と一体化することによって、老朽鋲桁
と橋台の延命化、耐震化を図る。

固8 既設老朽梱梁の延命化工法

術は確立されていない。例えば，既設土木構造物の構造形

式を変更する技術（図 8)8)やプレキャスト部材や異種部材

を利用したリニューアル技術に関しては，設計 ・施工法の

確立が必要である。一方，閑散線区は新しい技術を導入す

る余裕が少ないため，安全を担保しつつ，徹底 した効率化

を目指した維持管理手法の研究開発も必要と考える。

(3)境界分野におけるメンテナンス手法の適正化

鉄道のメンテナンス対象物には，車輪と レール， トロリ

線とすり板等のように相互に影幽を及ぼしあって劣化 ・損

傷を生じる部材が存在する。過去のメンテナンスでは，当

該技術分野で対象とする材料 ・部材の強度向上や寿命延伸

を直接的に函る技術開発が一般的であるが，今後は相互の

影幣を含めた トータルコス トを低減するメンテナンス手法

の研究が一層求められている。

4 おわりに

メンテナンスに関しては，特に現場の実態をよく理解す

るとともに，実態に即した情報に基づき，研究開発を進め

ていく ことが重要である。また，鉄道のメンテナンスに関

わる技術者の長年の経験・知識とデータの蓄積 ・分析の継

続が，メンテナンス技術の発展にとって極めて重要である。

加えて，鉄道事業者間における情報の共有も必要と考える。

なお、ここで紹介した研究の一部は、国土交通省からの

補助金を受けて実施したものである。
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